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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
逆導通機能を持つスイッチ素子を２つ直列に接続するスイッチ回路をレグとすると、３つ
のレグが並列接続され、並列接続点が直流側端子であり、各レグにおけるスイッチ素子の
直列接続点が交流側端子である直流－交流電力変換回路をＰＷＭ制御するための電力変換
制御方法において、
前記直流－交流電力変換回路のスイッチ素子に出力するＰＷＭ信号の基準となる信号であ
り、前記直流－交流電力変換回路の３つのレグそれぞれに対応する信号を指令信号とする
とき、
２つの任意の目標関数ｆＡおよびｆＢの入力に対して、該目標関数ｆＡおよびｆＢのそれ
ぞれに逆位相の関数であり任意の倍率である補助関数ｆＡ２およびｆＢ２を決定し、１つ
のレグに対応する指令信号を、前記補助関数ｆＡ２およびｆＢ２の重ね合わせに基づき決
定し、残り２つのレグに対応する指令信号を、それぞれ、前記目標関数ｆＡと前記補助関
数ｆＢ２との重ね合わせと、前記目標関数ｆＢと前記補助関数ｆＡ２との重ね合わせに基
づき決定する指令信号演算工程を、
含むことを特徴とする電力変換制御方法。
【請求項２】
前記指令信号演算工程において、前記２つの任意の目標関数ｆＡおよびｆＢの周波数が同
じであることを特徴とする請求項１記載の電力変換制御方法。
【請求項３】
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前記指令信号演算工程において、前記それぞれの指令信号の決定に、前記目標関数の第３
調波を共通項として重ね合わせる工程を含むことを特徴とする請求項２記載の電力変換制
御方法。
【請求項４】
前記指令信号演算工程において、前記それぞれの指令信号の決定に、前記目標関数の第５
調波を共通項として重ね合わせる工程を含むことを特徴とする請求項２記載の電力変換制
御方法。
【請求項５】
前記指令信号演算工程において、前記２つの補助関数ｆＡ２およびｆＢ２の振幅が零であ
ることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の電力変換制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、単相インバータモジュールを２つ用いた電力変換を、１つの三相インバータモ
ジュールにて行うための電力変換制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
インバータモジュールを用いた電力変換は、近年の世の中を支える重要な技術であり、多
彩な制御方法、制御目的が提案されている。
【０００３】
パワーエレクトロ二クスの世界では、直流から交流に変換するためのスイッチ素子をひと
まとめにした回路をインバータモジュールと呼ぶ。また、このインバータモジュールは、
スイッチ信号の与え方により交流から直流への変換動作、すなわちコンバータ動作をさせ
ることができるため、コンバータ動作を行うものであっても、インバータモジュールと呼
ぶのが一般的である。
本明細書では、インバータ動作、コンバータ動作に関らず、逆導通機能を持つスイッチ素
子を２つ直列に接続するスイッチ回路をレグとする場合に、レグが複数個並列接続される
回路をインバータモジュールと定義する。また、このレグが２つ並列接続される回路を単
相インバータモジュールと定義し、同様にこのレグが３つ並列接続される回路を三相イン
バータモジュールと定義する。
【０００４】
単相－単相電力変換を扱う場合、通常、上流側で「交流から直流への電力変換」に単相イ
ンバータモジュールを１つ、下流側での「直流から交流への電力変換」に単相インバータ
モジュールをもう１つ用い、計２つの単相インバータモジュールで電力変換を行っている
。なお、２つの単相インバータモジュールの直流側は、上流側と下流側とで共通である。
【０００５】
また、上記と同様に、直流側を共通として、２つの単相インバータモジュールが接続され
るとき、直流側を電源として、２つの単相インバータモジュールそれぞれを介して２つの
単相交流出力を発生する「直流から交流への電力変換」や、またその逆で、２つの交流電
源から１つの直流電源に変換する「交流から直流への電力変換」が知られている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
上述のように、直流側を共通として２つの単相インバータモジュールを接続する回路は、
「交流の単相－単相電力変換」、「直流から交流への電力変換」、および「交流から直流
への電力変換」に利用できるが、単相インバータモジュールを２つ必要とする。本発明は
、インバータモジュールを２つ用いることなく、広く普及している三相インバータモジュ
ールを１つ用いるだけで、「交流の単相－単相電力変換」、「直流から交流への電力変換
」、および「交流から直流への電力変換」を実現することを目的とする。
【課題を解決するための手段】



(3) JP 5061343 B2 2012.10.31

10

20

30

40

50

【０００７】
上記した課題を解決して、本発明の目的を達成するために、本発明は、逆導通機能を持つ
スイッチ素子を２つ直列に接続するスイッチ回路をレグとすると、３つのレグが並列接続
され、並列接続点が直流側端子であり、各レグにおけるスイッチ素子の直列接続点が交流
側端子である直流－交流電力変換回路をＰＷＭ制御するための電力変換制御装置において
、前記直流－交流電力変換回路のスイッチ素子にＰＷＭ信号を出力するＰＷＭ制御手段と
、前記ＰＷＭ制御手段に、前記直流－交流電力変換回路の３つのレグそれぞれに対応する
指令信号を出力する指令信号演算手段と、を備え、前記ＰＷＭ制御手段は、前記指令信号
に基づいてＰＷＭ信号を決定し、前記指令信号演算手段は、２つの任意の目標関数ｆＡお
よびｆＢの入力に対して、該目標関数ｆＡおよびｆＢのそれぞれに逆位相の関数であり任
意の倍率である補助関数ｆＡ２およびｆＢ２を決定し、前記３つの指令信号のうち、１つ
のレグに対応する指令信号を、前記補助関数ｆＡ２およびｆＢ２の重ね合わせに基づき決
定し、残り２つのレグに対応する指令信号を、それぞれ、前記目標関数ｆＡと前記補助関
数ｆＢ２との重ね合わせと、前記目標関数ｆＢと前記補助関数ｆＡ２との重ね合わせに基
づき決定することを特徴とする。
【０００８】
また、本発明の好ましい態様によれば、前記指令信号演算手段は、前記２つの任意の目標
関数ｆＡおよびｆＢの周波数が同じであることが望ましい。
【０００９】
また、本発明の好ましい態様によれば、前記指令信号演算手段において、前記それぞれの
指令信号の決定に、前記目標関数の第３調波または第５調波を共通項として重ね合わせる
ことが望ましい。
【００１０】
また、本発明の好ましい態様によれば、前記指令信号演算手段は、前記２つの補助関数ｆ
Ａ２およびｆＢ２の振幅が零であることが望ましい。
【００１１】
上記した課題を解決して、本発明の目的を達成するために、本発明は、逆導通機能を持つ
スイッチ素子を２つ直列に接続するスイッチ回路をレグとすると、３つのレグが並列接続
され、並列接続点が直流側端子であり、各レグにおけるスイッチ素子の直列接続点が交流
側端子である直流－交流電力変換回路をＰＷＭ制御するための電力変換制御用プログラム
において、前記直流－交流電力変換回路のスイッチ素子に出力するＰＷＭ信号の基準とな
る信号であり、前記直流－交流電力変換回路の３つのレグそれぞれに対応する信号を指令
信号とするとき、コンピュータを、２つの任意の目標関数ｆＡおよびｆＢの入力に対して
、該目標関数ｆＡおよびｆＢのそれぞれに逆位相の関数であり任意の倍率である補助関数
ｆＡ２およびｆＢ２を決定し、１つのレグに対応する指令信号を、前記補助関数ｆＡ２お
よびｆＢ２の重ね合わせに基づき決定し、残り２つのレグに対応する指令信号を、それぞ
れ、前記目標関数ｆＡと前記補助関数ｆＢ２との重ね合わせと、前記目標関数ｆＢと前記
補助関数ｆＡ２との重ね合わせに基づき決定する指令信号演算手段として機能させること
を特徴とする電力変換制御方法であることを特徴とする。
【００１２】
また、本発明の好ましい態様によれば、前記コンピュータを前記指令信号演算手段として
機能させる電力変換制御用は、前記２つの任意の目標関数ｆＡおよびｆＢの周波数が同じ
であることが望ましい。
【００１３】
また、本発明の好ましい態様によれば、前記コンピュータを前記指令信号演算手段として
機能させる電力変換制御用方法は、前記それぞれの指令信号の決定に、前記目標関数の第
３調波または第５調波を共通項として重ね合わせることが望ましい。
【００１４】
また、本発明の好ましい態様によれば、前記コンピュータを前記指令信号演算手段として
機能させる電力変換制御用方法は、前記２つの補助関数ｆＡ２およびｆＢ２の振幅が零で
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あることが望ましい。
【００１５】
上記した課題を解決して、本発明の目的を達成するために、本発明は、逆導通機能を持つ
スイッチ素子を２つ直列に接続するスイッチ回路をレグとすると、３つのレグが並列接続
され、並列接続点が直流側端子であり、各レグにおけるスイッチ素子の直列接続点が交流
側端子である直流－交流電力変換回路をＰＷＭ制御するための電力変換制御方法において
、前記直流－交流電力変換回路のスイッチ素子に出力するＰＷＭ信号の基準となる信号で
あり、前記直流－交流電力変換回路の３つのレグそれぞれに対応する信号を指令信号とす
るとき、２つの任意の目標関数ｆＡおよびｆＢの入力に対して、該目標関数ｆＡおよびｆ
Ｂのそれぞれに逆位相の関数であり任意の倍率である補助関数ｆＡ２およびｆＢ２を決定
し、１つのレグに対応する指令信号を、前記補助関数ｆＡ２およびｆＢ２の重ね合わせに
基づき決定し、残り２つのレグに対応する指令信号を、それぞれ、前記目標関数ｆＡと前
記補助関数ｆＢ２との重ね合わせと、前記目標関数ｆＢと前記補助関数ｆＡ２との重ね合
わせに基づき決定する指令信号演算工程を含むことを特徴とする。
【００１６】
また、本発明の好ましい態様によれば、前記指令信号演算工程は、前記２つの任意の目標
関数ｆＡおよびｆＢの周波数が同じであることが望ましい。
【００１７】
また、本発明の好ましい態様によれば、前記指令信号演算工程は、前記それぞれの指令信
号の決定に、前記目標関数の第３調波または第５調波を共通項として重ね合わせることが
望ましい。
【００１８】
また、本発明の好ましい態様によれば、前記指令信号演算工程は、前記２つの補助関数ｆ
Ａ２およびｆＢ２の振幅が零であることが望ましい。
【発明の効果】
【００１９】
本発明の電力変換制御方法を用いれば、単相インバータモジュール２つを用いて行ってい
た「交流の単相－単相電力変換」、「直流から交流への電力変換」、および「交流から直
流への電力変換」を、三相インバータモジュール１つで実現できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
以下、図面を参照して本発明の実施方法を説明する。なお、これにより本発明が限定され
るものではない。
【００２１】
（実施の形態１）
インバータモジュールにＰＷＭ信号を与える場合、同一レグ内の２つのスイッチ素子への
ＰＷＭ信号はオンオフを反転させることが基本であり、ＰＷＭ信号は１つのレグに対して
１つ決定すれば当業者にとって容易にＰＷＭ制御を実現できる。
また、各レグに対応したＰＷＭ信号は、任意の基準波形に対する三角波比較やヒステリシ
ス比較などによりＰＷＭ信号に変換することができる。このため、インバータモジュール
をどのように運転するかは、ＰＷＭ制御における任意の基準波形を、各レグに対してどの
ような波形とするかにかかる。すなわち、任意の基準波形をＰＷＭ制御に対する指令信号
と考えることができ、この指令信号を各レグに対してどのように決定するかがインバータ
モジュールのＰＷＭ制御の要となる。
【００２２】
本発明は、三相インバータモジュール１台を用いて、単相インバータモジュール２台で行
っていた「交流の単相－単相電力変換」、「直流から交流への電力変換」、および「交流
から直流への電力変換」を行う場合、１つのレグを共通として、２つのレグから構成され
る２つの単相インバータモジュールを仮想して、それぞれの単相インバータモジュールで
電力変換を行うことが基本となる。本発明の三相インバータモジュール１台にて電力変換
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を行う概略図を図１に示す。また、従来の単相インバータモジュール２台を用いた電力変
換の概略を図１８に示す。図中、１１は直流電力、１２ａおよび１２ｂは交流電力、１３
はＰＷＭ信号を出力するＰＷＭ制御手段であり、１５はＰＷＭ制御手段への指令信号を決
定する指令信号演算手段、１４は３相インバータモジュール、１６ａおよび１６ｂは、三
相インバータモジュールにおいて１つのレグを共通とする仮想的な単相インバータモジュ
ールであり、１３と１５を含む１００が本発明の電力変換制御装置である。また、図１８
における１０は単相インバータモジュールである。図１において本発明は、１６ａおよび
１６ｂが示すように、１つのレグが共通であることから、仮想的な２つの単相インバータ
モジュールに完全に独立した動作をさせることができない、すなわち各レグに対応する指
令信号を単純に決定できない制約が生じる。
【００２３】
このことに対し、図２に示すように、一つの共通のレグに対する指令信号を、３相インバ
ータモジュールの直流側の中性点Ｏに対して０［Ｖ］一定とすることで、仮想的な単相イ
ンバータモジュールにとって線間電圧の最大振幅が、直流側電圧Ｅｄ［Ｖ］の半分のＥｄ
／２［Ｖ］となる、指令信号を残り２つのレグに対して独立して与えることができる。な
お、図中、１７は交流電源または負荷、１８ａ、１８ｂ、１８ｃはレグであり、１８ｃは
共通のレグである。
【００２４】
（実施の形態２）
実施の形態１に示した１つの共通のレグに対する指令信号として０［Ｖ］一定の指令信号
を決定する方法の他に、残り２つのレグにとって都合が良く、何らかの値を持った信号を
１つの共通のレグに対する指令信号として決定することが考えられる。
共通のレグではない残り２つのレグにとって都合の良い指令信号を導くには、図１９に示
すように、単相インバータモジュールの制御において、１つのレグに対する指令信号とし
て任意の目標関数を決定した後、その目標関数と逆位相で任意の倍率である補助関数を決
定し、この補助関数をもう一方のレグに対する指令信号とすることで、単相インバータモ
ジュールの交流側の最大振幅を増加させる考え方を原理として利用する。
【００２５】
図１９に示す技術を、１つのレグが共通であり２つの仮想的な単相インバータモジュール
を構成する３相インバータモジュールの制御に用いる場合、上記の補助関数を共通のレグ
に対する指令信号とすることが考えられるが、共通のレグに対する指令信号は、２つの仮
想的な単相インバータモジュールの両方にとって、共通の補助関数となる必要がある。こ
のため、実施の形態２では、仮想的な２つの単相インバータモジュールそれぞれについて
別々に求めた補助関数を重ね合わせて、２つにとって共通の補助関数とすることを基本の
考え方とする。
【００２６】
上記の具体的な実現方法について、図を用いて説明する。図３に示すように、二つの仮想
的な単相インバータモジュールにて共通でないレグをレグＡおよびレグＢとし、共通のレ
グをレグＣとしたとき、レグＡでの目標とする波形を目標関数ｆＡとし、レグＢでの目標
とする波形を目標関数ｆＢとし、それぞれの目標関数と逆位相であり任意の倍率の関数で
ある補助関数ｆＡ２およびｆＢ２を決定し、この目標関数ｆＡおよびｆＢと補助関数ｆＡ
２およびｆＢ２を用いて各レグに対する指令信号を決定する。なお、補助関数ｆＡ２およ
びｆＢ２は、例えば下記式（１）により表すことができる。
【００２７】
【数１】
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【００２８】
この補助関数ｆＡ２およびｆＢ２を用い、共通のレグであるレグＣに対する指令信号ＦＣ
は、補助関数ｆＡ２およびｆＢ２の重ね合わせを用いて決定し、残り２つのレグＡおよび
レグＢに対する指令信号ＦＡおよびＦＢは、各レグの目標関数と自身のレグではない補助
関数との重ね合わせを用いて決定する。指令信号ＦＡ、ＦＢ、およびＦＣは、例えば下記
式（２）により表すことができる。
【００２９】
【数２】

【００３０】
なお、式（２）に式（１）を代入すると、下記式（３）となる。
【００３１】

【数３】

【００３２】
こうして求めた指令信号の具体的な波形例を同図３中に示す。ｆＡ、ｆＢの正弦波波形に
対し、ＦＡ、ＦＢ、ＦＣはいびつとなるが、ＦＡから共通レグのＦＣを差し引いたＦＡ－
ＦＣの値や、ＦＢからＦＣを差し引いたＦＢ－ＦＣの値がｆＡ、ｆＢに比例した正弦波波
形となっていることが確認できる。
なお、任意定数ｋおよびｌの大きさや、目標関数ｆＡおよびｆＢの大きさは、指令信号Ｆ
Ａ、ＦＢ、およびＦＣが、ＰＷＭ制御における直流側電圧により実現可能な上限値を超え
ない値に設定する必要がある。特に、目標関数ｆＡおよびｆＢの周波数が異なる場合は、
目標関数および補助関数の重ねあわせにより、部分的に上限値を超えてしまう恐れがある
ため、目標関数ｆＡおよびｆＢを小さめに設定する必要がある。なお、実施の形態１は、
実施の形態２における任意定数ｋおよびｌを零と設定し、補助関数が零となる場合である
。
【００３３】
（実施の形態３）
実施の形態２において、２つの目標関数の周波数が同じ場合の例を図４および図５に示す
。なお、比例定数ｋ及びｌは、ともに０．５とする。実施の形態１に示す制御方法では、
仮想的な単相インバータモジュールにとって、線間電圧の最大振幅がＥｄ／２［Ｖ］に限
られてしまうが、図４に示すように、目標関数の周波数が同じであれば、目標関数の振幅
を±１に設定しても、指令信号ＦＡ、ＦＢ、およびＦＣを±１以内で実現することができ
、かつ、線間電圧の目安となるＦＡ－ＦＣの値や、ＦＢ－ＦＣの値において±１を上回る
値をとることができる。すなわち、２つの目標関数の周波数が同じ場合は、線間電圧の最
大振幅をＥｄ／２［Ｖ］以上とすることができる。
【００３４】
（実施の形態４）
実施の形態２において、前記式（３）の指令信号ＦＡ、ＦＢ、およびＦＣに、目標関数の
調波ｆＸを重ね合わせることで、指令信号ＦＡ、ＦＢ、およびＦＣの正弦波のピークを抑
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えることができる。この時の指令信号は、下記式（４）となる。特に、指令信号ＦＡ、Ｆ
Ｂ、およびＦＣが均等にバランスしている３相交流では、式（３）において、ｆＸとして
第３調波を重ね合わせることで、指令信号ＦＡ、ＦＢ、およびＦＣのピークを的確に抑え
ることができ、２相の場合は、第５調波を重ね合わせることで指令信号ＦＡ、ＦＢのピー
クを抑えることができる。結果として、線間電圧の最大振幅をさらに上げることができる
。
【００３５】
【数４】

【００３６】
（実施の形態５）
図６に、本発明の制御を組入れた電力変換システムの実現例を示す。図中１４は三相イン
バータモジュールであり、３相インバータモジュールのスイッチ素子に与えるＰＷＭ信号
は１３のＰＷＭ制御手段が決定して出力する。１３のＰＷＭ制御手段は、１５の指令信号
演算手段が決定した指令信号（ＦＡ、ＦＢ、ＦＣ）を基に、三角波比較によりＰＷＭ信号
を決定する。
１５の指令信号演算手段は、前記（３）式や（４）式に基づき、目標関数ｆＡおよびｆＢ
や、補助関数の倍率を指定する定数のｋおよびｌを用いて指令信号ＦＡ、ＦＢ、およびＦ
Ｃを決定する。なお、指令信号演算手段１５における演算作業は、例えば、コンピュータ
に、前記（３）式や（４）式に基づき、目標関数ｆＡおよびｆＢや、補助関数の倍率を指
定する定数のｋおよびｌを用いて指令信号ＦＡ、ＦＢ、およびＦＣを決定するプログラム
を実行させることにより、実現することができる。
【００３７】
ここで、目標関数ｆＡは、３相インバータモジュール１４のＡ相の電流ｉａを電流検出器
２３により検出し、その検出値を、その電流の目標値ｉａｒと比較して偏差を求め、その
偏差をＰＩ調節器２４に通すことにより決定する。
なお、電流の目標値ｉａｒは、３相インバータモジュール１４の直流側の電圧検出器１９
の検出値Ｅｄと、電圧目標値Ｅｄｒとの偏差をＰＩ調節器２０に通した値をＩａｒとし、
Ｉａｒを関数発生器２１により発生した任意の正弦波と掛け算器２２により掛け合わせる
ことにより、振幅Ｉａｒの電流目標値ｉａｒとして決定する。ここで、電圧目標値Ｅｄｒ
は、３相インバータモジュール１４の直流側に充放電させるか否かで設定値が異なるが、
通常の電力変換動作では、動作させたい電圧の一定値を設定することが基本となる。また
、関数発生器２１では、３相インバータモジュール１４のＡ相に接続される交流回路２５
から検出した同期信号２６（ω１）をもとに、任意の位相（φ１）の正弦波関数（ｓｉｎ
（ω１ｔ＋φ１））を発生する。すなわち、電流目標値ｉａｒは、Ｉａｒ・ｓｉｎ（ω１
ｔ＋φ１）となる。
【００３８】
一方、目標関数ｆＢは、３相インバータモジュール１４のＢ相の電流ｉｂを電流検出器３
１により検出し、その検出値を、その電流の目標値ｉｂｒと比較して偏差を求め、その偏
差をＰＩ調節器２７に通して決定することが、目標関数ｆＡのときと同様であるが、電流
の目標値ｉｂｒの決定の仕方がｆＡと異なる。ｆＢの場合、電流目標値ｉｂｒの振幅Ｉｂ
ｒについても、関数発生器２８にて任意に決定する。このとき、振幅Ｉｂｒは、Ｂ相にて
目標とする電流の向きに応じて、符号を反転することができる。ただし、周波数について
は、Ｂ相に接続する交流回路２９と、同期信号３０（ω２）により同期する必要がある。
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すなわち、関数発生器２８では、任意の位相をφ２とすると、Ｉｂｒ・ｓｉｎ（ω２ｔ＋
φ２）の目標電流値ｉｂｒを発生する。
【００３９】
以下、本発明の方法の実施例を説明する。
【実施例１】
【００４０】
図７に示すシミュレーション回路により、本発明の電力変換動作を確認した。図７中、使
用される記号は、前記（３）式において、ｆＡがｅａｏに対応し、ｆＢがｅｂｏに対応す
る。また、ＦＡがｅＡｏ、ＦＢがｅＢｏ、ＦＣがｅＣｏに対応し、定数ｋはｋに、定数ｌ
は１－ｋに対応している。また、ｅｏ１はＣ相からＡ相への線間電圧、ｅｏ１はＣ相から
Ｂ相への線間電圧を示している。
【００４１】
図８は、定数ｋを０．５一定とし、目標関数ｅａｏおよびｅｂｏが、振幅、位相、および
周波数（６０Ｈｚ）ともに一致する場合の電力変換動作のシミュレーション結果を示す。
なお、ｅｏ１およびｅｏ２の文字の上に直線を引いたものは、ｅｏ１およびｅｏ２の平均
値を表す。
この図より、６０Ｈｚ－６０Ｈｚの単相－単相電力変換動作を確認できる。
【００４２】
図９は、図８と同じく、目標関数ｅａｏおよびｅｂｏが、振幅、位相、および周波数（６
０Ｈｚ）が一致するが、定数ｋを１．０一定（すなわち、ｌ＝１－ｋ＝０一定）とした場
合の電力変換動作のシミュレーション結果を示す。
この図より、定数ｋとｌの値を均等としなかった場合においても、６０Ｈｚ－６０Ｈｚの
単相－単相電力変換動作を確認できる。
【００４３】
図１０は、目標関数ｅａｏを目標関数ｅｂｏの逆位相で振幅を０．２倍とした場合（周波
数は６０Ｈｚで一致）であり、定数ｋを０．２とした場合の電力変換動作のシミュレーシ
ョン結果を示す。
この図より、定数ｋとｌの値を均等とせず、目標関数ｅａｏとｅｂｏについても均等にし
なかった場合においても、６０Ｈｚ－６０Ｈｚの単相－単相電力変換動作を確認できる。
【実施例２】
【００４４】
図１１に、実施例１をもとに、目標関数ｅａｏとｅｂｏの振幅と周波数が同じで位相が異
なり、定数ｋおよびｌを０［Ｖ］一定とした場合の電力変換動作のシミュレーション結果
を示す。なお、この場合は、図７に示すシミュレーション回路において定数ｋおよび１の
入力を０［Ｖ］にすることで実現できる。図１１より、ｅＣｏが０［Ｖ］一定となる、ｅ
ｏ１およびｅｏ２の２相出力電力変換動作を確認できる。
【００４５】
図１２に、図１１に比べて目標関数ｅａｏとｅｂｏの振幅をともに０．８９倍し、周波数
と位相差の条件が同じで、定数ｋを０．５（すなわちｌ＝１－ｋ＝０．５であり、図７の
シミュレーション回路そのまま）とした場合の電力変換動作のシミュレーション結果を示
す。図１２より、ｅＣｏがｅＡｏやｅＢｏと同じ周波数の正弦波となり、ｅｏ１およびｅ
ｏ２の２相出力電力変換動作を確認できる。なお、このとき、目標関数ｅａｏおよびｅｂ
ｏの振幅が図１１のときに比べて小さいにも関らず、ｅｏ１およびｅｏ２の平均出力を、
図１１よりも高く実現できており、ｅＣｏの決定が的確に行われていることを確認できる
。
【実施例３】
【００４６】
図１３に、実施例２の図１２から派生して、ｅＡｏ、ｅＢｏ、およびｅＣｏに、前記式（
４）に示す目標関数の任意の調波を重ね合わせた制御（すなわち共通（ｃｏｍｍｏｎ）項
の重ね合わせ制御）を行ったときの電力変換動作のシミュレーション結果を示す。図中ｅ
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ｃｍが、前記（４）式に基づき重ね合わせた関数で、目標関数ｅａｏの６％の第５調波（
５倍の周波数で、振幅が０．０６倍）である。このことにより、目標関数ｅａｏとｅｂｏ
の振幅は図１２の０．８９から０．９４へアップさせることができる。図１３より、２相
出力動作の電力変換において、ｅｃｍの重ね合わせを行っても電力変換動作が的確に行わ
れていることを確認できる。
【実施例４】
【００４７】
図１４に、実施例１の単相－単相電力変換をもとに、目標関数ｅａｏとｅｂｏの周波数が
異なる場合の電力変換動作のシミュレーション結果を示す。なお、目標関数ｅａｏの周波
数は６０Ｈｚ、ｅｂｏの周波数は５０Ｈｚとし、定数ｋは０．５とする。
この図より、周波数が異なる６０Ｈｚ－５０Ｈｚの単相－単相電力変換が実現できている
ことが確認できる。なお、この場合、目標関数ｅａｏおよびｅｂｏの振幅は、ｅＡｏ、ｅ
Ｂｏ、およびｅＣｏが１を超えない制限から、０．６７５以下に制限されてしまう。
【実施例５】
【００４８】
図１５に、実施例２の図１２をもとに、３相出力の電力変換を行った場合の動作波形のシ
ミュレーション結果を示す。なお、定数ｋは０．５である。目標関数ｅａｏとｅｂｏは振
幅と周波数が同じで、１２０°の位相差をもつ関数であり、その結果、ｅＡｏ、ｅＢｏ、
およびｅＣｏが１２０°ごとの位相差をもってバランスし、Ａ相とＢ相の線間電圧をｅｏ
３とすると、ｅｏ１、ｅｏ２、ｅｏ３の３出力の平均出力がバランスして３相出力となっ
ていることが確認できる。
図１６に、図１５の３相出力の場合に加え、ｅＡｏ、ｅＢｏ、およびｅＣｏに、前記式（
４）を適用して第３調波を重ね合わせた制御を行った電力変換動作のシミュレーション結
果を示す。図中ｅｃｍが、重ね合わせた第３調波で、目標関数ｅａｏを０．２倍の振幅と
した関数である。この図より、３相出力が得られ、目標関数の２０％の第３調波を重ね合
わせることにより、目標関数ｅａｏおよびｅｂｏの振幅を１．３４まで上げられ、ｅｏ１
、ｅｏ２、およびｅｏ３の振幅を線間電圧の２００Ｖまで上げられることが確認できる。
【実施例６】
【００４９】
図１７に、実施例１の６０Ｈｚ－６０Ｈｚの単相―単相電力変換動作を図６の制御システ
ムとして働かせたときの動作波形を示す。ただし、図６における交流回路２５には、６０
Ｈｚ交流電源を接続し、交流回路２９には負荷としてコンデンサインプット形整流回路を
接続し、目標関数ｆＢは、交流負荷で必要とする大きさの交流出力電圧を出力する基準電
圧ｅｂｏを与えている。コンデンサインプット形整流回路には、歪み波形の交流負荷電流
ｉｏ２が流れるが、交流電源に接続された電流ｉｏ１は正弦波電流となり、負荷電流ｉｏ
２の電流波形歪みが補償されており、アクティブフィルタとしての動作が確認できる。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】本発明の実施の形態１に係る電力変換の概略図である。
【図２】本発明の実施の形態１に係る指令信号の概略図である。
【図３】本発明の実施の形態２に係る指令信号の概略図である。
【図４】本発明の実施の形態３に係る指令信号の概略図その１である。
【図５】本発明の実施の形態３に係る指令信号の概略図その２である。
【図６】本発明の実施の形態５に係る電力変換システムの概略図である。
【図７】本発明の実施例１に係るシミュレーション回路である。
【図８】本発明の実施例１に係るシミュレーション結果である。
【図９】本発明の実施例１に係るシミュレーション結果である。
【図１０】本発明の実施例１に係るシミュレーション結果である。
【図１１】本発明の実施例２に係るシミュレーション結果である。
【図１２】本発明の実施例２に係るシミュレーション結果である。
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【図１３】本発明の実施例３に係るシミュレーション結果である。
【図１４】本発明の実施例４に係るシミュレーション結果である。
【図１５】本発明の実施例５に係るシミュレーション結果である。
【図１６】本発明の実施例５に係るシミュレーション結果である。
【図１７】本発明の実施例６に係るシミュレーション結果である。
【図１８】実施の形態１に係る本発明との比較技術の概略図である。
【図１９】本発明の実施の形態２の基礎となる動作原理の概略図である。
【符号の説明】
【００５１】
１０…単相インバータモジュール
１１…直流電力
１２ａ、１２ｂ…交流電力
１３…ＰＷＭ制御手段
１４…３相インバータモジュール
１５…指令信号演算手段
１６ａ、１６ｂ…仮想的な単相インバータモジュール
１７…交流電源
１８ａ…レグＡ
１８ｂ…レグＢ
１８ｃ…レグＣ
１９…電圧検出器（直流側）
２０…ＰＩ調節器
２１…関数発生器
２２…掛け算器
２３…電流検出器（Ａ相）
２４…ＰＩ調節器
２５…交流回路
２６…同期信号（ω１）
２７…ＰＩ調節器
２８…関数発生器
２９…交流回路
３０…同期信号（ω２）
３１…電流検出器（Ｂ相）
１００…電力変換制御装置
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